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5. 2 大気質 

5. 2. 1 現況調査 

(1) 調査内容 

事業計画地周辺における大気質の現況濃度、経年変化及び環境基準の達成状況を把

握するため、既存資料調査を実施した。また、既存資料及び現地踏査により事業計画

地近傍における住居地等の配置の状況について調査した。 

調査の内容は表 5-2-1 に、現況調査地点の位置は図 5-2-1 に示すとおりである。 

 

表 5-2-1 調査内容 

 

調査対象項目 調査対象範囲・地点 調査対象期間 調査方法 

大気質の状況 

・窒素酸化物 

・二酸化窒素 

・浮遊粒子状物質 

事業計画地近傍の大気汚染

常時監視測定局 

（一般環境大気測定局） 

・菅北小学校局 

平成23～27年度 

（5 年間） 
既存資料調査 

大気汚染常時測定局測定結果 

平成23～27年度 

（大阪府のホームページ） 
気象の状況 

・風向、風速 

事業計画地近傍の大気汚染

常時監視測定局 

（一般環境大気測定局） 

・聖賢小学校局 

平成27年度 

（1 年間） 

住居地等の配置の状況 事業計画地近傍 

既存資料調査 

至近年 

現地踏査 

平成28年10月 

既存資料調査 

・北区建物用途別土地利用現況図

（大阪市、平成25年） 

・ゼンリン住宅地図 大阪市北区

（㈱ゼンリン、平成25年） 

現地踏査 
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図 5-2-1 現況調査地点の位置 
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(2) 調査結果 

① 大気質の状況 

ａ．窒素酸化物 

菅北小学校局における二酸化窒素濃度の年平均値の経年変化及び平成 27 年度

の年間測定結果は、表 5-2-2(1)、(2)に示すとおりである。 

平成 23～27 年度の年平均値は 0.019～0.021ppm であり、平成 27 年度の年平均

値は 0.019ppm であった。 

また、平成 27 年度の日平均値の年間 98％値は 0.042ppm となっており、環境基

準の長期的評価を満足している。 

 

表 5-2-2(1) 二酸化窒素年平均値の経年変化（平成 23～27 年度） 

単位：ppm 

測定局 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

菅北小学校 0.021 0.020 0.020 0.019 0.019 

出典：大気汚染常時測定局測定結果 平成 23～27 年度（大阪府のホームページ） 

 

表 5-2-2(2) 二酸化窒素測定結果（平成 27 年度） 

 

測定局 
年平均値 

日平均値が0.06ppmを
超えた日数 
とその割合 

日平均値 

の年間 

98％値 

98％値評価による

日平均値が0.06ppm

を超えた日数 

ppm 日 ％ ppm 日 

菅北小学校 0.019 0 0.0 0.042 0 

出典：大気汚染常時測定局測定結果 平成 27 年度（大阪府のホームページ） 

 

 

菅北小学校局における窒素酸化物の平成 23～27 年度の年間測定結果は、表 5-

2-3 に示すとおりである。 

 

表 5-2-3 窒素酸化物測定結果（平成 23～27 年度） 

単位：ppm 

測定局 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

菅北小学校 0.027 0.026 0.026 0.023 0.023 

出典：大気汚染常時測定局測定結果 平成 23～27 年度（大阪府のホームページ） 
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ｂ．浮遊粒子状物質 

菅北小学校局における浮遊粒子状物質濃度の年平均値の経年変化及び平成 27

年度の年間測定結果は、表 5-2-4(1)、(2)に示すとおりである。 

平成 23～27 年度の年平均値は 0.018～0.024mg/ｍ3であり、平成 27 年度の年平

均値は 0.022mg/ｍ3であった。 

また、平成 27 年度の１時間値が 0.20mg/ｍ3 を超えた時間数は 0 時間、日平均

値が 0.10mg/ｍ3を超えた日数は 0日であり、環境基準の短期的評価を満足してい

る。 

なお、日平均値の 2％除外値は 0.051mg/ｍ3 であり、環境基準の長期的評価も

満足している。 

 

表 5-2-4(1) 浮遊粒子状物質年平均値の経年変化（平成 23～27 年度） 

単位：mg/ｍ3 

測定局 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

菅北小学校 0.021 0.018 0.024 0.024 0.022 

出典：大気汚染常時測定局測定結果 平成 23～27 年度（大阪府のホームページ） 

 

表 5-2-4(2) 浮遊粒子状物質測定結果（平成 27 年度） 

 

測定局 
年平均値 

１時間値が
0.20mg/ｍ3を超
えた時間数とそ
の割合 

日平均値が
0.10mg/ｍ3を超
えた日数とそ
の割合 

日平均 
値の2％
除外値 

日平均値が
0.10mg/ｍ3を 
超えた日が 
2日以上 
連続した 
ことの有無 

環境基準の
長期的評価に
よる日平均値
が0.10mg/ｍ3

を超えた日数

mg/ｍ3 時間 ％ 日 ％ mg/ｍ3 有×･無○ 日 

菅北小学校 0.022 0 0.0 0 0.0 0.051 ○ 0 

出典：大気汚染常時測定局測定結果 平成 27 年度（大阪府のホームページ） 
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② 気象の状況 

平成 27 年度の聖賢小学校局における風配図は、図 5-2-2 に示すとおりである。

最多風向は北北東である。西南西の出現回数も多く、西南西については風速も強く

なっている。平成 27 年度の年間の平均風速は 2.0ｍ/ｓとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-2 聖賢小学校局における風配図（平成 27 年度） 

 

 

③ 住居地等の配置の状況 

事業計画地近傍における住居地等の位置は、図 5-2-3 に示すとおりである。 

事業計画地周辺の現在の土地利用の状況は、主に販売商業施設及び業務施設であ

るが、新御堂筋（国道 423 号）を挟んだ事業計画地東側の地域には住居地等が点在

している。将来の土地利用においても、現在と同様の土地利用が図られていくと考

えられる。 
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図 5-2-3 住居地等の位置 
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5. 2. 2 施設の利用に伴う影響の予測・評価 

(1) 施設の供用 

① 予測内容 

施設の利用に伴う影響として、施設の供用により発生する排出ガスが、事業計画

地周辺の大気質に及ぼす影響について、大気拡散式による数値計算により予測した。

予測内容は表 5-2-5 に示すとおりである。 

予測範囲は、事業計画地及びその周辺地域とした。 

予測時期は、施設供用時とした。 

 

表 5-2-5 予測内容 

 

予測項目 対象発生源 予測範囲・地点 予測時点 予測方法 

施設の供用により発生

する排出ガスの影響 

・二酸化窒素 

・浮遊粒子状物質 

（年平均値、日平均値 

の年間 98％値または 

2％除外値） 

熱 源 施設及び

事 業 計 画地 内

走行車両 

事業計画地及び

その周辺地域 
施設供用時 

プルーム及び

パフモデル式

により予測 
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② 予測方法 

ａ．予測手順 

施設の供用により発生する排出ガスについては、二酸化窒素、浮遊粒子状物質

の年平均値等を予測した。その予測手順は、図 5-2-4 に示すとおりである。 

施設から発生する排出ガスについて、施設計画等を元にその排出位置及び大気

汚染物質排出量等を設定した。そして、拡散モデルによる予測計算を行い、施設

から発生する大気汚染物質の寄与濃度を予測した。また、得られた寄与濃度とバ

ックグラウンド濃度から、将来の環境濃度を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-4 施設の供用により発生する排出ガスの予測手順 

寄 与 濃 度 の       

年平均値予測 

発生源モデル 拡 散 モ デ ル 気 象 モ デ ル 

拡 散 計 算 

バックグラウンド濃度

環境濃度予測 

（年平均値） 

施 設 計 画 

ＮＯｘ→ＮＯ２ 

変換式（環境濃度） 

日平均値の年間98％値
及び日平均値の2％除

外値への変換式 

環境濃度予測 

（日平均値）
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ｂ．予測モデル 

寄与濃度は、「窒素酸化物総量規制マニュアル［新版］」（公害研究対策セン

ター、平成 12 年）等に示されている手法を用い、周辺での着地濃度を算出した。

メッシュ間隔は 50ｍとした。 

 

（ａ）拡散モデル 

ア．拡散式 

（ア）有風時（風速 1.0ｍ/ｓ以上） 

 

Ｃ（Ｒ，ｚ） ：煙源からの風下距離Ｒ(m)の濃度(ppm，mg/m3) 

 Ｒ ：煙源から計算点までの風下距離(m) 

 ｚ ：計算点のｚ座標(m) 

 ＱＰ ：点煙源強度(m３Ｎ/s，kg/s) 

 ｕ ：風速(m/s) 

 Ｈｅ ：有効煙源高(m) 

 σｚ ：拡散パラメータ(m) 

 

（イ）弱風時（風速 0.5～0.9ｍ/ｓ） 

 

Ｃ（Ｒ，ｚ） ：煙源からの風下距離Ｒ(m)の濃度(ppm，mg/m3) 

 Ｒ ：煙源から計算点までの風下距離(m) 

 ｚ ：計算点のｚ座標(m) 

 ＱＰ ：点煙源強度(m３Ｎ/s，kg/s) 

 ｕ ：風速(m/s) 

 Ｈｅ ：有効煙源高(m) 

 α,γ ：拡散パラメータ 
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（ウ）無風時（風速 0.4ｍ/ｓ以下） 

 

 

 

Ｃ（Ｒ，ｚ）：煙源からの風下距離Ｒ(m)の濃度(ppm，mg/m3) 

 Ｒ ：煙源から計算点までの風下距離(m) 

 ｚ ：計算点のｚ座標(m) 

 ＱＰ ：点煙源強度(m３Ｎ/s，kg/s) 

 Ｈｅ ：有効煙源高(m) 

 α,γ ：拡散パラメータ 

 

イ．拡散パラメータ 

有風時の拡散パラメータについては、図 5-2-5 に示すスミスの粗度修正に

よるパスキル－ギフォード図（Ｐ-Ｇ-Ｓ図）から求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-5 パスキル－ギフォード図（P-G-S 図） 

 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル［新版］」 

（公害研究対策センター、平成 12 年） 
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弱風時、無風時は表 5-2-6 に示す拡散パラメータを用いた。 

 

表 5-2-6 無風時、弱風時に係る拡散パラメータ 

 

安定度 
無風時（≦0.4ｍ/ｓ） 弱風時（0.5～0.9ｍ/ｓ） 

α γ α γ 

Ａ 0.948 1.569 0.748 1.569 

Ａ－Ｂ 0.859 0.862 0.659 0.862 

Ｂ 0.781 0.474 0.581 0.474 

Ｂ－Ｃ 0.702 0.314 0.502 0.314 

Ｃ 0.635 0.208 0.435 0.208 

Ｃ－Ｄ 0.542 0.153 0.342 0.153 

Ｄ 0.470 0.113 0.270 0.113 

Ｅ 0.439 0.067 0.239 0.067 

Ｆ 0.439 0.048 0.239 0.048 

Ｇ 0.439 0.029 0.239 0.029 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル［新版］」 

（公害研究対策センター、平成 12 年） 

 

ウ．弱風時の風向出現率の補正 

計算時に使用する風向 i（i＝1～16 方位）の出現率を風速ｕと水平拡散パ

ラメータαにより以下のように補正した。 
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     の場合、       である計算範囲については風向出現

率をさらに以下のように補正した。 

 

 

fi ：観測による各風向の出現率 

fci、fcci  ：拡散計算に用いる補正した風向出現率 

 

エ．濃度の重合 

有風時、弱風時及び無風時の拡散計算を、気象条件毎に各発生源について

行い、次式によって重合し、さらに、各発生源を重合して予測地点における

年平均値を求めた。 

 

 

 Ｃ(Ｒ) ：予測地点Ｒの濃度(ppm，mg/m3) 

 Ｃ1(Ｄi,Ｕj,Ｓk) ：風向Ｄi,風速Ｕj,安定度Ｓkの時の濃度（有風時、弱風時） 

   (ppm，mg/m3) 

 ｆ1(Ｄi,Ｕj,Ｓk) ：風向Ｄi,風速Ｕj,安定度Ｓkの時の出現頻度 

 Ｃ2(Ｓk) ：安定度Ｓkの時の濃度（無風時）(ppm，mg/m3) 

 ｆ2(Ｓk) ：安定度Ｓk（無風時）の出現頻度 

 

注：出現頻度＝風向Ｄi,風速Ｕj,安定度Ｓkの出現度数／全度数 

 

 

（ｂ）二酸化窒素への変換式 

窒素酸化物から二酸化窒素への変換については、平成 23～27 年度の大阪市

内の一般環境大気測定局の実測値から求めた変換式を用いた。 

 

［NO2］=2.2632［NOx］0.6691 （相関係数 r=0.947） 

 

[NO2] ：二酸化窒素の年平均値（ppb） 

[NOx]：窒素酸化物の年平均値（ppb） 
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（ｃ）年平均値から日平均値への変換式 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の年平均値から日平均値への変換については、

平成 23～27 年度の大阪市内の一般環境大気測定局の実測値から求めた変換式

を用いた。 

 

[NO2]Ｄ=1.5306・[NO2]Ｙ＋0.0103 （相関係数 r=0.835） 

[SPM]Ｄ=1.6092・[SPM]Ｙ＋0.0191 （相関係数 r=0.792） 

 

[NO2]Ｄ ：二酸化窒素の日平均値の年間 98％値（ppm） 

[NO2]Ｙ ：二酸化窒素の年平均値（ppm） 

[SPM]Ｄ ：浮遊粒子状物質の日平均値の 2％除外値（mg/m3） 

[SPM]Ｙ ：浮遊粒子状物質の年平均値（mg/m3） 

 

（ｄ）発生源モデル 

ア．発生源諸元 

固定発生源としてガスエンジンヒートポンプエアコン、ガス給湯器、移動

発生源として事業計画地内駐車場に出入りする施設関連車両とした。 

固定発生源はその煙突を点源として、移動発生源は 1 階駐車場の排気口を

点源としてモデル化を行った。 

稼働時間帯は事業計画に基づき、ガスエンジンヒートポンプエアコン、ガ

ス給湯器（1,044.0kW）は 0 時～24 時の 24 時間、ガス給湯器（174.0kW）は

8 時～22 時の 14 時間とした。移動発生源については 8 時～22 時の 14 時間と

した。また、年間の稼働日数は、年間 366 日稼働するものとした。 

固定発生源の排出高は、実排出口高さと排出ガスの熱上昇高から求めた有

効煙突高とした。1 階駐車場の排気口については実煙突高とした。 

固定発生源の機器の諸元は、表 5-2-7 に示すとおりである。また、移動発

生源の日あたり台数は表 5-2-8 に示すとおりである。 
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表 5-2-7 機器の諸元（1 台あたり） 

 

機器名称 
能力 
（kW） 

燃料消費量
（m3N/h） 

NOx 濃度 
（0２0%換算） 
（ppm） 

実排出口
高さ 
（m） 

台数 

ガスエンジン 
ヒートポンプエアコン 

42.3 

5.1 100.0 12.3 

2 

ガスエンジン 
ヒートポンプエアコン 

51.7 1 

ガスエンジン 
ヒートポンプエアコン 

56.4 1 

ガスエンジン 
ヒートポンプエアコン 

56.9 3 

ガスエンジン 
ヒートポンプエアコン 

49.4 2 

ガスエンジン 
ヒートポンプエアコン 

48.0 4 

ガスエンジン 
ヒートポンプエアコン 

57.6 2 

ガス給湯器 87.0 17.1 

39.7 

12.0 2 

ガス給湯器 1,044.0* 102.8 16.0 1 

＊：87.0kw×12 台 

 

表 5-2-8 移動発生源の台数 

単位：台／日 

小型車（乗用車） 大型車（普通貨物車） 

平日 休日 平日 休日 

140 305 10 9 
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イ．排出量の算定 

固定発生源は、機器の諸元及び機器の運転計画に基づき、排出ガス量、排

出ガス温度、窒素酸化物排出量並びに浮遊粒子状物質排出量を設定した。な

お、窒素酸化物排出量は排出ガス量と機器の NOx 濃度から設定し、浮遊粒子

状物質排出量は都市ガス使用量と SPM 排出係数（「浮遊粒子状物質汚染予測

マニュアル」（浮遊粒子状物質対策検討会、平成 9 年）に記載の排出係数

（0.0071kg/103ｍ3））から設定した。 

移動発生源は、平成 26 年度の車種別大気汚染物質排出原単位（「自動車

交通環境影響総合調査報告書」（環境省、平成 28 年）に記載の NOx、PM 排

出係数）に台数及び走行距離を乗じることにより排出量を設定した。なお、

年間日数は平日 246 日、休日 120 日とした。また、駐車場内の走行速度は

10km/h、駐車場内の走行距離は 290ｍとした。 

予測計算に用いた固定発生源 1 台あたりの煙源諸元を表 5-2-9 に、環境省

資料に基づく自動車の大気汚染物質排出原単位を表 5-2-10 に、排出源位置

を図 5-2-6 に示す。 

供用時の大気汚染物質排出量の算定結果は、表 5-2-11 に示すとおりであ

る。 
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表 5-2-9 煙源諸元（1 台あたり） 

 

機器名称 
能力 
（kW） 

窒素酸化物
排出量 
(m３N/h) 

浮遊粒子状物質
排出量 
(kg/h) 

排出 
ガス量 
(m３N/h) 

排出 
ガス温度 

実排 
出口 
高さ 

ガスエンジン 

ヒートポンプエアコン 
42.3 

0.0075 0.00004 89.5 100℃ 12.3m 

ガスエンジン 

ヒートポンプエアコン 
51.7 

ガスエンジン 

ヒートポンプエアコン 
56.4 

ガスエンジン 

ヒートポンプエアコン 
56.9 

ガスエンジン 

ヒートポンプエアコン 
49.4 

ガスエンジン 

ヒートポンプエアコン 
48.0 

ガスエンジン 

ヒートポンプエアコン 
57.6 

ガス給湯器 87.0 0.0034 0.00006 166.8 214.3℃ 12.0m 

ガス給湯器 1,044.0 0.0411 0.00073 2,001.3 214.3℃ 16.0m 

注：SPM 排出量は「浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル」（浮遊粒子状物質対策検討会、平成 9 年）記載

の排出係数（0.0071kg/103m3）を用いて算出した。 

 

 

表 5-2-10 自動車の大気汚染物質排出原単位 

（ｇ／台・km） 

区分 
窒素酸化物 浮遊粒子状物質

備 考 
10km/h 10km/h 

小型車 0.021 0.097 
環境省資料の大阪府における乗用車

の値 

大型車 4.489 0.101 
環境省資料の大阪府における普通貨

物車の値 

注：1.排出原単位は平成 26 年度の値を用いた。 

  2.浮遊粒子状物質の排出原単位は粒子状物質（ＰＭ）原単位を用いた。 

 

表 5-2-11 大気汚染物質排出量 

 

区分 窒素酸化物 浮遊粒子状物質 

固定発生源 1,418.9m3N/年 12.9kg/年 

移動発生源 3.5m3N/年 2.2kg/年 

  


